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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第56期

第２四半期連結
累計期間

第57期
第２四半期連結
累計期間

第56期
第２四半期連結
会計期間

第57期
第２四半期連結
会計期間

第56期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 100,749 64,564 51,393 34,753 186,346

経常利益（百万円） 9,293 589 4,235 1,153 10,800

四半期（当期）純利益（百万円） 4,754 47 2,157 767 4,222

純資産額（百万円） － － 108,848 95,090 91,134

総資産額（百万円） － － 152,051 122,784 122,206

１株当たり純資産額（円） － － 1,392.981,225.111,182.77

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
72.71 0.72 32.99 11.73 64.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 59.9 65.2 63.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
11,045 3,863 － － 18,614

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△6,111 △2,588 － － △11,933

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,547 △2,641 － － △5,433

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 25,529 20,021 20,163

従業員数（人） － － 8,253 8,266 8,389

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　　　　４．百万円単位で表示している金額は、単位未満を四捨五入して表示しております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 8,266(4,165)

　（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、期間従業員、人材会社からの派遣社員であり

ます。）は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 2,242(82)

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含んでおります。）であり、

臨時雇用者数（パートタイマー、期間従業員、人材会社からの派遣社員であります。）は（　）内に当第２四半

期会計期間の平均人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。

区分
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）

四輪車用部品（百万円） 23,269 74.2

二輪車用部品（百万円） 10,918 55.5

その他（百万円） 347 75.6

合計（百万円） 34,535 67.1

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間の受注状況を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。

区分 受注高（百万円） 前年同四半期比（％） 受注残高（百万円） 前年同四半期比（％）

四輪車用部品 24,741 76.0 8,555 74.0

二輪車用部品 11,736 57.6 4,075 59.5

その他 358 78.6 87 54.4

合計 36,835 69.0 12,717 68.5

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績を製品の区分ごとに示すと、次のとおりであります。

区分
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）

四輪車用部品（百万円） 23,429 74.8

二輪車用部品（百万円） 10,986 56.1

その他（百万円） 337 71.9

合計（百万円） 34,753 67.6

　（注）１．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

本田技研工業株式会社 12,404 24.1 7,553 21.7

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、事業等のリスクに重要な変更はありません。 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。　

　

(1) 業績の状況

　当第２四半期連結会計期間の業績は、売上高は34,753百万円と前年同期に比べ16,640百万円の減収（前年同期比

32.4％減）となりました。営業利益は921百万円（同76.4％減）、経常利益は1,153百万円（同72.8％減）、四半期純利

益は767百万円（同64.5％減）となりました。

　所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日　本 （売上）

 　二輪・四輪各社の減産及び現地生産への移行により、前年同期比で大幅減収となりました。

 （営業利益）

 　原価低減に加え、徹底的な経費削減に努めましたが、減収の影響により、損失となりました。

②北　米 （売上）

 　二輪・四輪各社の減産及び為替影響により、前年同期比で大幅減収となりました。

 （営業利益）

 　原価低減に努めましたが、減収及び為替影響により、損失となりました。

③アジア （売上）

 
　中国の現地生産拡大とインド新拠点立上りによる増収はありましたが、タイ・インドネシアの二輪・四輪

各社の減産及び為替影響により、前年同期比で減収となりました。

 （営業利益）　

 　減収及び為替影響により、前年同期比で大幅減益となりました。

④その他 （売上）

 
　ブラジルの四輪車用部品工場立上げによる増収はありましたが、二輪各社の減産及び為替影響により、前

年同期比で減収となりました。

 （営業利益）　

 
　ブラジルにおいては原価低減に努めましたが、減収及び為替影響により前年同期比で大幅減益となりまし

た。

(2) キャッシュ・フローの状況

　　当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、減価償却費及び仕入債務の

増加等による資金の増加の一方、売上債権の増加及び有形固定資産の取得による支出等による資金の減少により、

第１四半期連結会計期間末比3,533百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末には20,021百万円（前年同四半期

末は25,529百万円）となっております。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動によるキャッシュ・フローでは、5,230百万円の資金を得ております（前年同四半期は7,629百万円の収

入）。これは主に減価償却費及び仕入債務の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動によるキャッシュ・フローでは、1,072百万円の資金を支出しております（前年同四半期は3,779百万円の

支出）。これは主に設備投資によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動によるキャッシュ・フローでは、1,284百万円の資金を支出しております（前年同四半期は2,266百万円の

支出）。これは主に短期借入金の返済及び配当金の支払いによるものであります。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は、1,424百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5) 経営者の問題意識と今後の方針について

　当下半期の経済情勢を展望いたしますと、先進諸国では政府の景気対策効果が顕在化する中、景気は底入れから緩

やかに回復しつつありますが、雇用情勢の悪化、個人消費の低迷、設備投資の減少などが下押し圧力として作用し続

けているため、本格的、持続的な回復には至らず、再びマイナス成長に向かう可能性もあると見られます。一方、世界

経済を牽引する中国では、大規模な公共投資や金融緩和の効果で、景気回復は一段と鮮明になりつつあり、引き続き

高水準の経済成長を維持するものと予想されます。また、アジアをはじめとした新興国でも、底堅い内需と堅調な中

国経済を背景に、景気は回復基調を辿るものと予想されます。

　自動車業界では、在庫調整が一段落したことに加え、各国で導入された新車買い替え促進制度が予想以上の効果を

発揮したことから、一旦、自動車販売は持ち直しましたが、買い替え促進制度終了とともに再び先行きの不透明感が

強まっており、本格的な需要回復までには、更に相当の時間を要するものと見ております。

　このような厳しい環境下、当社グループは、生産体制の再編を含めた一段の生産効率向上と徹底的な費用削減活動

に取り組むとともに、社会と市場のニーズを的確に捉えた商品の開発、提供により、当下半期の業績回復と将来の成

長基盤の構築に努めてまいります。 　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。

　なお、当社鞍掛工場（仮称）の土地取得につきまして、平成21年９月完了予定でしたが、平成21年10月に変更して

おります。

　また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000,000

計 150,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 65,452,143 65,452,143
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数100株

計 65,452,143 65,452,143 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 65,452,143 －　 3,694 －　 3,419
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（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山二丁目１番１号 22,682 34.65

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,992 6.10

大信産業株式会社 長野県上田市国分一丁目１番９号 3,368 5.14

宮下直也 長野県上田市 1,864 2.84

シービーエヌワイユーエムビーファンド

（常任代理人　シティバンク銀行株式会

社）　

米国　カンザス　

（東京都品川区東品川二丁目３番14号）
1,709 2.61

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,178 1.80

株式会社みずほコーポレート銀行

（常任代理人　資産管理サービス信託銀

行株式会社）

東京都千代田区丸の内一丁目３番３号

（東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海アイランド トリトンスクエアオフィ

スタワーＺ棟）

1,000 1.52

ビービーエイチ　フオー　フイデリテイー

　ロープライス　ストツク　フアンド

（常任代理人　株式会社三菱東京UFJ銀

行）　

米国　ボストン

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）
835 1.27

日信工業従業員持株会 長野県上田市国分840番地 779 1.19

全国共済農業協同組合連合会

（常任代理人　日本マスタートラスト信

託銀行株式会社）

東京都千代田区平河町二丁目７番９号

（東京都港区浜松町二丁目11番３号）
716 1.09

計 － 38,126 58.25

　（注）信託銀行各社の所有持株数は、全数が信託業務に係る株式であります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式　　　75,700　　　

　
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式　65,353,400　

　
653,534 －

単元未満株式
普通株式　　　23,043　　　

　
－ －

発行済株式総数 65,452,143 － －

総株主の議決権 － 653,534 －

　（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,500株（議決権の数45個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

日信工業株式会社
長野県上田市国分

840番地
62,200 － 62,200 0.10

吉田工業株式会社
長野県佐久市春日

2707番地
13,500 － 13,500 0.02

計 － 75,700 － 75,700 0.12

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 1,253 1,217 1,306 1,374 1,467 1,374

最低（円） 822 1,032 1,085 1,012 1,212 1,245

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

　

EDINET提出書類

日信工業株式会社(E02235)

四半期報告書

10/27



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 20,289 20,679

受取手形及び売掛金 19,914 17,320

商品及び製品 3,310 3,858

仕掛品 1,858 2,154

原材料及び貯蔵品 11,413 13,284

その他 4,541 4,706

貸倒引当金 △12 △13

流動資産合計 61,313 61,988

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,670 10,245

機械装置及び運搬具（純額） 27,417 27,841

工具、器具及び備品（純額） 2,312 2,338

土地 3,723 3,641

リース資産（純額） 641 510

建設仮勘定 1,989 2,488

有形固定資産合計 ※
 46,752

※1
 47,063

無形固定資産 1,032 1,001

投資その他の資産

投資有価証券 12,573 11,064

その他 1,150 1,126

貸倒引当金 △36 △36

投資その他の資産合計 13,687 12,154

固定資産合計 61,471 60,217

資産合計 122,784 122,206
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,312 17,393

短期借入金 1,996 3,555

未払金 3,070 3,224

未払法人税等 674 392

引当金 50 92

その他 2,260 2,086

流動負債合計 23,360 26,742

固定負債

引当金 － 1,663

退職給付引当金 1,359 －

その他の引当金 20 －

持分法適用に伴う負債 － 32

その他 2,955 2,635

固定負債合計 4,334 4,330

負債合計 27,694 31,072

純資産の部

株主資本

資本金 3,694 3,694

資本剰余金 3,419 3,419

利益剰余金 75,504 76,242

自己株式 △101 △101

株主資本合計 82,517 83,254

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,697 3,801

繰延ヘッジ損益 0 △4

為替換算調整勘定 △7,112 △9,718

評価・換算差額等合計 △2,415 △5,921

少数株主持分 14,987 13,800

純資産合計 95,090 91,134

負債純資産合計 122,784 122,206
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 100,749 64,564

売上原価 86,711 60,776

売上総利益 14,038 3,788

販売費及び一般管理費 ※1
 5,551

※1
 4,198

営業利益又は営業損失（△） 8,487 △410

営業外収益

受取利息 439 218

受取配当金 186 74

持分法による投資利益 167 －

為替差益 101 695

雑収入 134 338

営業外収益合計 1,025 1,326

営業外費用

支払利息 78 47

持分法による投資損失 － 137

雑支出 140 143

営業外費用合計 218 326

経常利益 9,293 589

特別利益

固定資産売却益 27 29

貸倒引当金戻入額 － 1

特別利益合計 27 30

特別損失

固定資産廃棄損 14 14

投資有価証券評価損 2 －

特別損失合計 16 14

税金等調整前四半期純利益 9,305 605

法人税等 ※2
 2,428

※2
 143

少数株主利益 2,123 415

四半期純利益 4,754 47
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 51,393 34,753

売上原価 44,696 31,698

売上総利益 6,697 3,055

販売費及び一般管理費 ※1
 2,790

※1
 2,135

営業利益 3,907 921

営業外収益

受取利息 232 86

受取配当金 96 39

持分法による投資利益 51 －

為替差益 － 73

雑収入 77 138

営業外収益合計 456 335

営業外費用

支払利息 39 27

持分法による投資損失 － 32

為替差損 25 －

雑支出 64 44

営業外費用合計 128 103

経常利益 4,235 1,153

特別利益

固定資産売却益 11 24

貸倒引当金戻入額 － 1

特別利益合計 11 25

特別損失

固定資産廃棄損 14 9

投資有価証券評価損 2 －

特別損失合計 16 9

税金等調整前四半期純利益 4,230 1,169

法人税等 ※2
 1,035

※2
 181

少数株主利益 1,038 222

四半期純利益 2,157 767
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 9,305 605

減価償却費 5,367 4,826

売上債権の増減額（△は増加） △1,555 △1,888

たな卸資産の増減額（△は増加） △904 3,492

仕入債務の増減額（△は減少） 758 △2,953

その他 159 △297

小計 13,129 3,784

利息及び配当金の受取額 635 293

利息の支払額 △78 △47

法人税等の支払額 △2,641 △167

営業活動によるキャッシュ・フロー 11,045 3,863

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △506 △137

定期預金の払戻による収入 273 758

有形固定資産の取得による支出 △5,363 △3,018

その他 △515 △191

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,111 △2,588

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △77 △1,449

配当金の支払額 △1,178 △785

少数株主への配当金の支払額 △1,262 △370

その他 △31 △37

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,547 △2,641

現金及び現金同等物に係る換算差額 △429 1,225

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,958 △142

現金及び現金同等物の期首残高 23,571 20,163

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 25,529

※
 20,021
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

（四半期連結貸借対照表関係）

　前第２四半期連結会計期間末において、固定負債の「引当金」に含めて表示しておりました「退職給付引当金」は、負

債及び純資産の合計額の100分の１を超えたため、第１四半期連結会計期間より区分掲記することとしました。なお、前

第２四半期連結会計期間末の固定負債の「引当金」に含まれる「退職給付引当金」は1,312百万円であります。

　

【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額

を期間按分して算定する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。　

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、74,656百万円であり

ます。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、68,713百万円で

あります。

────── ２．債権流動化による売掛債権譲渡高　　　700百万円

────── ３．偶発債務

　債務保証

　次の関係会社について、金融機関からの借入に対し

債務保証を行っております。

保証先 金額（百万円）　 内容　

TUNGALOY FRICTION

MATERIAL VIETNAM

LTD.

147　借入債務

計 147　 －

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

  （百万円）

輸出諸費用  1,138

給与手当等  1,674

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

  （百万円）

給与手当等  1,496

※２　「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」

は「法人税等」として一括して記載しております。

※２　　　　　　　　　　同左

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

  （百万円）

輸出諸費用  558

給与手当等  868

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

  （百万円）

給与手当等  772

※２　「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整額」

は「法人税等」として一括して記載しております。

※２　　　　　　　　　　同左
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年９月30日現在）

 (百万円)

現金及び預金勘定  26,136

預入期間が３か月を超える定期預金  △607

現金及び現金同等物  25,529

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成21年９月30日現在）

 (百万円)

現金及び預金勘定  20,289

預入期間が３か月を超える定期預金  △268

現金及び現金同等物  20,021

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　65,452,143株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　    68,458株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年４月27日

取締役会
普通株式 785 12平成21年３月31日平成21年６月22日利益剰余金

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月29日

取締役会
普通株式 458 7 平成21年９月30日平成21年11月27日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至

　平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

　当社グループは、ブレーキシステム等自動車部品及び関連する設備等の製造・販売を主な事業とする専門

メーカーであり、「自動車部品事業」の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業

利益の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
17,94912,19316,1675,08451,393 － 51,393

(2）セグメント間の内部

売上高
10,215 21 1,574 24 11,834(11,834)－

計 28,16412,21417,7415,10863,227(11,834)51,393

営業利益 601 95 2,644 651 3,991 (85) 3,907

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
10,7207,63712,6953,70134,753 － 34,753

(2）セグメント間の内部

売上高
8,196 1 858 23 9,079 (9,079) －

計 18,9167,63813,5533,72443,832(9,079)34,753

営業利益又は営業損失

（△）
△281 △143 887 373 835 85 921

　
前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
35,37324,05031,5999,726100,749 － 100,749

(2）セグメント間の内部

売上高
20,505 41 2,655 30 23,231(23,231)－

計 55,87924,09134,2549,755123,979(23,231)100,749

営業利益又は営業損失

（△）
1,408 △59 5,566 1,595 8,511 (24) 8,487
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　当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
アジア
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売

上高
20,08814,78923,4216,26764,564 － 64,564

(2）セグメント間の内部

売上高
14,728 4 1,721 30 16,483(16,483)－

計 34,81514,79325,1426,29781,047(16,483)64,564

営業利益又は営業損失

（△）
△1,635 △472 1,199 229 △679 269 △410

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．日本以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。

前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間

　(1）北米…米国

　(2）アジア…タイ、インドネシア、中国、ベトナム、フィリピン

　(3）その他…ブラジル、スペイン

　

当第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結累計期間

　(1）北米…米国

　(2）アジア…タイ、インドネシア、中国、ベトナム、フィリピン、インド

　(3）その他…ブラジル、スペイン

３．会計処理の方法の変更

　前第２四半期連結累計期間

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．(1)に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を

適用しております。これにより、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益

が「日本」で39百万円減少しております。

　

　当第２四半期連結累計期間

該当事項はありません。　

４．追加情報

　前第２四半期連結累計期間

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

　　「追加情報」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より、機械装置の耐用年数を変更しております。こ

れにより、従来の方法によった場合に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益が「日本」で267百万

円減少し、営業損失が「北米」で243百万円減少しております。

　

　当第２四半期連結累計期間

該当事項はありません。　
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 11,894 16,379 5,682 33,955

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 51,393

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
23.1　 31.9　 11.1　 66.1　

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 7,637 12,726 3,889 24,252

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 34,753

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
22.0 36.6 11.2 69.8

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 23,423 32,062 10,996 66,481

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 100,749

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
23.2 31.8　 10.9　 66.0　

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 14,789 23,481 6,579 44,848

Ⅱ　連結売上高（百万円） － － － 64,564

Ⅲ　連結売上高に占める

海外売上高の割合（％）
22.9 36.4 10.2 69.5

　（注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属するおもな地域の内訳は次のとおりであります。

前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間　

　(1）北米…米国、カナダ

　(2）アジア…タイ、インドネシア、中国、ベトナム、フィリピン

　(3）その他の地域…南米、欧州

　

当第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結累計期間

　(1）北米…米国、カナダ

　(2）アジア…タイ、インドネシア、中国、ベトナム、フィリピン、インド

　(3）その他の地域…南米、欧州

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の日本以外の国または地域における売上高であります。
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（有価証券関係）

当第２四半期連結会計期間末

　満期保有目的の債券で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものは、前連結会計年度の末日に比べて

著しい変動が認められないため、記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,225円11銭 １株当たり純資産額 1,182円77銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 72円71銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

　潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 0円72銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

　潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（百万円） 4,754 47

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 4,754 47

期中平均株式数（千株） 65,389 65,384

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 32円99銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

　潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 11円73銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

　潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益（百万円） 2,157 767

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 2,157 767

期中平均株式数（千株） 65,384 65,384

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　当社は、当期（平成22年３月期）の中間配当について、下記の通り取締役会の決議を行っております。

　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年10月29日

取締役会
普通株式 458 7 平成21年９月30日平成21年11月27日利益剰余金
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２０年１１月７日

日信工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　禎良　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小出　検次　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日置　重樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日信工業株式会

社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２０年７月１日

から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年９月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日信工業株式会社及び連結子会社の平成２０年９月３０日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２１年１１月１０日

日信工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　禎良　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小出　検次　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 日置　重樹　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日信工業株式会

社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２１年７月１日

から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日信工業株式会社及び連結子会社の平成２１年９月３０日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告書提

出会社が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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